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る場合がある。東京駅から電車で 45 分離れた中古住宅では、築 20 年、80 ㎡の条件で
















































図 2-1 日本国人口・世帯推計値 国立社会保障・人口問題研究所







































































































第 2.2 節 個人の住宅購入傾向












































































































































































































































































中古住宅の価格要素についての議論を単純化するため、図 3-2 で示すうち、2 人から
4 人で住むファミリー向け物件（40～80 ㎡）に絞り、取引データ数の多い首都圏（東京
都、埼玉県、神奈川県、千葉県）を対象に分析を行った。分析の背景としては、藤澤 美





















データも含んでいる。図 3-2 で見られる重なり部分である。図 3-3 で使用したファミリ
ー向けマンションのデータにおいては価格が時間に反比例していないことが観察され

















ｘ４ 居住者（賃貸中：1 空き：0） -879
定数 4678



















築 20 年、80 ㎡の条件でほぼ隣地にあるにも関わらず、2,400 万円と 3,000 万円という
600 万円の差が、居住者の有無で生じていた事例であった。表 3-1 で得られた重回帰式



































= -9.639 +0.098ｘ１ -0.02ｘ2 +0.11ｘ3 +0.002ｘ５
もう一度、1.2 節で挙げた例で検討してみる。この場合、ｘ１に 45 分、ｘ2に 80 ㎡、
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